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Ⅰ 平成３０年第３回県議会定例会提出議案等一覧

（予 算）

１ 平成30年度茨城県一般会計補正予算（第１号）

２ 平成30年度茨城県港湾事業特別会計補正予算（第１号）

３ 平成30度茨城県病院事業会計補正予算（第１号）

４ 平成30年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算（第１号）

５ 平成30年度茨城県流域下水道事業会計補正予算（第１号）

（条例その他）

１ 茨城県手数料徴収条例の一部を改正する条例

２ 茨城県議会議員及び茨城県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正

する条例

３ 茨城県地方創生拠点整備基金条例

４ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の

利用に関する条例の一部を改正する条例

５ 茨城県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例

６ 老人福祉法に基づき養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例

７ 茨城県建築基準条例及び茨城県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改

正する条例

８ 茨城県県立学校授業料等徴収条例の一部を改正する条例

９ 茨城県県立学校設置条例の一部を改正する条例

１０ 県が行う建設事業等に対する市の負担額について

１１ 県等が行う土地改良事業に対する市町村の負担額について

１２ 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について

１３ 工事請負契約の締結について（県庁舎空調自動制御設備更新工事）

１４ 工事請負契約の締結について（湊大橋橋梁上部工事）

１５ 工事請負契約の締結について（次期処分場余水処理設備製作・設置工事）

１６ 平成29年度茨城県公営企業会計に係る利益の処分について

（認 定）

１ 平成29年度茨城県公営企業会計決算の認定について

（報 告）

１ 地方自治法第179条第１項の規定に基づく専決処分について
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Ⅱ 平成３０年度９月補正予算案の概要 

 

 

１ 基本的な考え方 

 

 ・ 今回の補正予算は、①県民の安心安全を守るための県有施設におけるブロック塀の安全

対策や県立高校へのエアコン設置、②本県の特性を活かした産業の育成・強化等の地方創

生を進める取組み、③本県の発展を下支えする社会資本整備など、早急な取組みが求めら

れる政策課題に速やかに対応するために必要な事業を計上した。 

 

 ・ 今回の補正予算の財源は、国庫支出金や県債等を活用するとともに、震災復興特別交付

税を充当し、そのほか、所要の一般財源については、繰越金（６２７百万円）を活用した。 

 

 

２ 補正予算の規模                                                 

 

 ・ 一般会計   １３２億８２百万円  (補正後  １兆１，２４９億７０百万円) 

 ・ 特別会計        １６百万円  (補正後    ６，１７６億７９百万円) 

 ・ 企業会計      １億 ４百万円  (補正後    １，０８３億７１百万円) 

    合計    １３４億 ２百万円  (補正後  １兆８，５１０億２０百万円) 

 

    ※９（１０）月補正後一般会計予算の前年度予算に対する伸び率 ＋０．５％ 

 

 

  ○予算の比較（一般会計）                                   （百万円、％） 

区分 Ｈ２９ Ｈ３０ 前年度比 

当初予算 １，１１１，９６６  １，１１１，６８８  ▲０．０  

９月専決後 １，１１３，３００  １，１１１，６８８  ▲０．１  

９（10）月補正 ５，８２６  １３，２８２  １２８．０  

補正後計 １，１１９，１２６  １，１２４，９７０  ０．５  
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（百万円）３ 主な事業

（１）県有施設におけるブロック塀の安全対策 【全会計１，６４４】１，６２０

新 県立学校ブロック塀緊急安全対策事業 １，２７１

（大阪府北部地震を踏まえた県立学校におけるブロック塀の撤去・改修、一部県産木材を活用）

・事業箇所：県立高校６３箇所、特別支援学校６箇所

※県産木材化には森林湖沼環境税を活用

新 県有施設ブロック塀緊急安全対策事業 ２０２

（大阪府北部地震を踏まえた学校・警察施設以外の県有施設におけるブロック塀の撤去・一部改修）

・事業箇所：児童相談所、保健所、県営住宅等３２箇所

新 警察施設ブロック塀緊急安全対策事業 １４７

（大阪府北部地震を踏まえた警察施設におけるブロック塀の撤去・一部改修）

・事業箇所：警察署、交番、駐在所等４５箇所

※このほか，病院事業会計（こころの医療センター）分２４百万円あり

（２）県立高校へのエアコン設置

新 高等学校空調設備緊急整備事業 １，０８２

（県立高校における普通教室への空調設備整備）

・事 業 箇 所：空調設備未整備の県立高校２５校の全普通教室（３６８室）

・稼 働 時 期：２０１９年夏季

・既 設 置 校：現在ＰＴＡ等で設置済みの学校については、来年度以降県で引取り

・保護者負担：年額２，４００円（維持管理費相当額）

（３）地方創生・地域産業創生の推進

新 古民家を活用した茨城ブランド力向上事業 ６

（地域振興拠点としての県内古民家の活用に関する調査・検討）

○古民家活用実態調査

・県内古民家の現況調査、市町村の活用状況・意向調査、古民家改修モデルケース

候補地の調査等

○古民家活用方策の検討

・自治体・金融機関・大学・民間企業等による合同研究会を立ち上げ、活用方法を

含めた古民家改修モデルケースの検討・設定
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新 いばらき宇宙ビジネス創造拠点事業 ７６

（宇宙ベンチャーの創出や県内企業の宇宙ビジネス参入への支援等）

○宇宙ベンチャー活性化の「場」づくり

・シンポジウムや衛星データの利用講習会、ベンチャーと投資家とのマッチング等

のコミュニティづくり

○宇宙産業の集積に向けた支援

・補助メニュー：試験設備利用料補助 （補助率２／３ 上限 80万円）

販路開拓補助 （補助率２／３ 上限400万円）

ソフトウェア開発補助（補助率２／３ 上限400万円）

○産業技術イノベーションセンターへの設備整備

・衛星等に搭載する電子機器開発に用いる小型試験設備（耐ノイズ評価装置、通信

環境評価装置等）の整備

○宇宙ビジネス創造プラットフォーム設置

・コーディネーターの配置

・県内企業の技術シーズの目利き・掘り起こしを通じた宇宙ビジネスへの参入促進、

ＪＡＸＡ等が有する設備・データ等のワンストップ利用化等

新 水産試験場内水面支場研究機能強化事業 ３１４

（チョウザメ養殖などの新たな研究ニーズ等に対応するための施設整備）

・整 備 内 容 ：魚病検査や分子生物学的解析の専用区域を有する研究棟及び多様な

飼育試験に対応できる魚類飼育実験棟の整備

・スケジュール：平成３０年度：基本・実施設計等

平成３１年度：本体工事

新 地方創生拠点整備基金積立金 ４０１

（国から一括で交付される地方創生拠点整備交付金に係る事業を実施するための基金造成）

○基金積立額の内訳：平成３０～３１年度分の地方創生拠点整備交付金（１／２）

・水産試験場内水面支場研究機能強化事業分：４０１百万円

新 量子科学による革新的産業創生・専門人材育成事業 ４０４

（産学官連携による「量子科学」を基盤とする先端医療装置などの産業創生・人材育成）

○革新的産業創生

・医療用機器産業（先端量子線がん治療装置）

世界最小・最高精度・低コストを実現する普及型陽子線治療装置等の開発・商用化

・自動車関連産業（次世代自動車）

次世代自動車向け革新的基幹部品（モーター・サスペンション等）の開発・製品化

・農業（量子線育種／花き等）

量子線を活用した品種改良技術の確立、付加価値の高い花き等の商品化

○専門人材育成

・茨城大学・筑波大学における世界トップレベル研究者の招へい

・企業・研究機関の第一線研究者による実践的講義・実習等の実施

（４）社会資本の整備

① 国補公共事業（直轄事業負担金、補助事業） 【全会計７，１４０】７，０６０

・ 地方道路整備事業 ４，８１３

（茨城空港と常磐道を結ぶ（仮称）石岡小美玉スマートＩＣアクセス道路等の整備）

・事業箇所：道路改良２４箇所、橋梁補修３箇所
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・ 治水直轄事業負担金 ７９１

（河川激甚災害対策特別緊急事業を活用した鬼怒川の集中的な改修等の整備）

・事業箇所：堤防整備・掘削等５箇所

※うち河川激甚災害対策特別緊急事業（関東・東北豪雨関連）１箇所

・ 土地改良事業 ５６１

（かんがい排水施設の更新）

・事業箇所：施設・設備更新４箇所

② 県単公共事業 １，８９１

・ 通学路等安全対策事業 ９４５

（通学路の歩道整備や交差点改良等の安全対策）

・事業箇所：歩道整備２５箇所、交差点改良３箇所ほか

・ 防災・減災対策事業 ３７１

（河川の護岸整備や道路の陥没防止対策等の実施）

・事業箇所：護岸整備・掘削等３箇所、路面空洞化防止対策１箇所ほか

・ 道路緊急修繕事業 ５７５

（県舗装維持修繕計画に基づく道路の緊急舗装修繕）

・事業箇所：舗装修繕５箇所

③ 道路工事基礎調査事業 ３８０

（緊急輸送道路のボトルネック解消に必要な整備計画策定等のための調査・設計）

・事業箇所：国道１２３号（仮称）御前山バイパスほか８箇所

（５）その他
新 Ｇ２０茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合準備事業 ４８

（来年開催のＧ２０茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合の開催に向けた準備経費）

・開 催 日：２０１９年６月８日（土 ・９日（日））

・開 催 場 所：つくば国際会議場

・参加予定国：Ｇ７、アルゼンチン、オーストラリア、ブラジルなどに招待国や国際

機関を合わせ約３０か国・地域を想定

・スケジュール

平成３０年度：開催準備（推進協議会設立、広報、大使館等視察対応等）

平成３１年度：大臣会合（レセプション、最先端科学技術等のＰＲ、海外パブリ

シティ等）

４ 債務負担行為
・ 来年度の公共工事の平準化を図るための債務負担行為の設定

（平成３１年度設定額 【全会計８０億円】７６億４５百万円）
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳入）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

県 税 ３８４，４０９ － ３８４，４０９

地 方 消 費 税 清 算 金 １０１，２８４ － １０１，２８４

地 方 譲 与 税 ４９，０６８ － ４９，０６８

地 方 特 例 交 付 金 １，４０２ － １，４０２

地 方 交 付 税 １８４，８３９ １１６ １８４，９５５

交通安全対策特別交付金 ８２４ － ８２４

分 担 金 及 び 負 担 金 ７，９６１ ６５０ ８，６１１

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，４５３ － １７，４５３

国 庫 支 出 金 １２６，７５８ ３，８０３ １３０，５６１

財 産 収 入 ２，０８１ － ２，０８１

寄 附 金 １８６ － １８６

繰 入 金 １８，３４０ ２３５ １８，５７５

繰 越 金 ２，０００ ６２７ ２，６２７

諸 収 入 ９２，０３６ － ９２，０３６

県 債 １２３，０４７ ７，８５１ １３０，８９８

計 １，１１１，６８８ １３，２８２ １，１２４，９７０
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

議 会 費 １，６９４ － １，６９４

総 務 費 ３８，４５８ ４４９ ３８，９０７

企 画 開 発 費 ２２，１７０ ４８６ ２２，６５６

生 活 環 境 費 ８，０５４ ２０２ ８，２５６

保 健 福 祉 費 ２００，３４８ － ２００，３４８

労 働 費 ２，８７０ － ２，８７０

農 林 水 産 業 費 ４２，３６８ １，０７１ ４３，４３９

商 工 費 ７３，６７１ － ７３，６７１

土 木 費 １１０，７８１ ８，３６４ １１９，１４５

警 察 費 ６１，９８５ １４７ ６２，１３２

教 育 費 ２７４，４３３ ２，３５３ ２７６，７８６

災 害 復 旧 費 ８１４ ２１０ １，０２４

公 債 費 １４６，１６５ － １４６，１６５

諸 支 出 金 １２７，５７７ － １２７，５７７

予 備 費 ３００ － ３００

計 １，１１１，６８８ １３，２８２ １，１２４，９７０
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７ 特別会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

競 輪 事 業 １７，２８１ － １７，２８１

公 債 管 理 ２５１，９８６ － ２５１，９８６

市 町 村 振 興 資 金 １，０８８ － １，０８８

鹿島臨海工業地帯造成事業 ４，５９２ － ４，５９２

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，９２０ － ２，９２０

国 民 健 康 保 険 ２７４，３０２ － ２７４，３０２

母子・父子・寡婦福祉資金 ２１２ － ２１２

中 小 企 業 事 業 資 金 ３，３３５ － ３，３３５

農 業 改 良 資 金 ７６ － ７６

林業・木材産業改善資金 １８２ － １８２

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２ － ７２

港 湾 事 業 ３４，０６４ １６ ３４，０８０

２７，５５３ － ２７，５５３都市計画事業土地区画整理事業

計 ６１７，６６３ １６ ６１７，６７９

８ 企業会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

病 院 事 業 ２７，８３３ ２４ ２７，８５７

水 道 事 業 ３１，１５９ － ３１，１５９

工 業 用 水 道 事 業 １９，６８９ － １９，６８９

地 域 振 興 事 業 ４９５ － ４９５

鹿島臨海都市計画下水道事業 ５，８２８ － ５，８２８

流 域 下 水 道 事 業 ２３，２６３ ８０ ２３，３４３

計 １０８，２６７ １０４ １０８，３７１
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Ⅲ 債務負担行為一覧

［一般会計］

（新 規 分）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

水 産 試 験 場 水産試験場内水面支場建設に係る工事請負 平成31年度

内 水 面 支 場 建 設 契約を締結する。 387,420千円

工 事 請 負 契 約

地 方 道 路 整 備 一般国道245号，東海村村松地内外26箇所の 平成31年度

工 事 請 負 契 約 地方道路整備に係る工事請負契約を締結す 2,770,000千円

る。

交 通 安 全 施 設 一般県道猿島常総線，坂東市山地内外2箇所 平成31年度

工 事 請 負 契 約 の歩道整備に係る工事請負契約を締結する。 100,000千円

橋 梁 補 修 一般県道土浦坂東線，常総市中妻町地内の 平成31年度

工 事 請 負 契 約 美妻橋外1箇所の橋梁補修に係る工事請負契約 150,000千円

を締結する。

舗 装 修 繕 一般国道125号，つくば市田中地内外7箇所 平成31年度

工 事 請 負 契 約 の舗装修繕に係る工事請負契約を締結する。 200,000千円

県 単 舗 装 修 繕 一般国道118号，常陸大宮市中富町地内外40 平成31年度

工 事 請 負 契 約 箇所の舗装修繕に係る工事請負契約を締結す 1,000,000千円

る。

県 単 道 路 緊 急 修 繕 主要地方道水戸神栖線，水戸市千波町地内 平成31年度

工 事 請 負 契 約 外27箇所の舗装修繕に係る工事請負契約を締 600,000千円

結する。

県 単 道 路 植 栽 管 理 道路の植栽管理に係る工事請負契約を締結 平成31年度

工 事 請 負 契 約 する。 200,000千円

県 単 道 路 維 持 道路の路面清掃に係る工事請負契約を締結 平成31年度

工 事 請 負 契 約 する。 135,000千円

県 単 排 水 整 備 主要地方道結城野田線,古河市諸川地内外4 平成31年度

工 事 請 負 契 約 箇所の排水整備に係る工事請負契約を締結す 65,000千円

る。

県 単 交 通 安 全 施 設 道路の交通安全施設に係る工事請負契約を 平成31年度

工 事 請 負 契 約 締結する。 85,000千円

県 単 道 路 災 害 一般県道岩瀬二宮線,筑西市樋口地内外1箇 平成31年度

防 除 施 設 所の道路災害防除施設整備に係る工事請負契 110,000千円

工 事 請 負 契 約 約を締結する。
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事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

広 域 河 川 改 修 一級河川涸沼川，笠間市南吉原地先の河川 平成31年度

工 事 請 負 契 約 改修に係る工事請負契約を締結する。 80,000千円

海 岸 保 全 施 設 整 備 鹿嶋海岸，鹿嶋市明石地先の養浜に係る工 平成31年度

工 事 請 負 契 約 事請負契約を締結する。 45,000千円

砂 防 大栗沢，常陸大宮市下伊勢畑地内の砂防に 平成31年度

工 事 請 負 契 約 係る工事請負契約を締結する。 40,000千円

県単水辺空間づくり 一級河川前川，潮来市潮来地先の河川堤防 平成31年度

河 川 整 備 事 業 護岸の修景に係る工事請負契約を締結する。 5,000千円

工 事 請 負 契 約

県 単 砂 防 施 設 補 修 雨引沢，桜川市本木地内外9箇所の堆積土砂 平成31年度

工 事 請 負 契 約 撤去に係る工事請負契約を締結する。 5,000千円

港 湾 建 設 茨城港日立港区の防波堤建設に係る工事請 平成31年度

工 事 請 負 契 約 負契約を締結する。 370,000千円

津 波 ・ 高 潮 対 策 茨城港大洗港区の水門建設に係る工事請負 平成31年度

工 事 請 負 契 約 契約を締結する。 1,400,000千円

県 単 港 湾 整 備 鹿島港の浚渫に係る工事請負契約を締結す 平成31年度

工 事 請 負 契 約 る。 30,000千円

街 路 改 良 都市計画道路中大野中河内線，水戸市元吉 平成31年度

工 事 請 負 契 約 田町地内の街路改良に係る工事請負契約を締 100,000千円

結する。

公 園 事 業 笠間芸術の森公園の拡張整備に係る工事請 平成31年度

工 事 請 負 契 約 負契約を締結する。 60,000千円

県 営 住 宅 長 寿 命 化 古河アパート外1箇所の県営住宅の長寿命化 平成31年度

工 事 請 負 契 約 に係る工事請負契約を締結する。 95,000千円

［特別会計］

（新 規 分）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

茨城港常陸那珂港区 茨城港常陸那珂港区のふ頭用地整備に係る 平成31年度

港 湾 施 設 整 備 工事請負契約を締結する。 100,000千円

工 事 請 負 契 約
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［企業会計］

（新 規 分）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

鹿 島 臨 海 都 市 計 画 鹿島臨海都市計画下水道事業の管路施設整 平成31年度

下水道工事請負契約 備に係る工事請負契約を締結する。 120,000千円

霞 ケ 浦 湖 北 流 域 霞ケ浦湖北流域下水道事業の管路施設及び 平成31年度

下水道工事請負契約 処理場整備に係る工事請負契約を締結する。 75,000千円

那 珂 久 慈 流 域 那珂久慈流域下水道事業の管路施設整備に 平成31年度

下水道工事請負契約 係る工事請負契約を締結する。 25,000千円

霞 ケ 浦 水 郷 流 域 霞ケ浦水郷流域下水道事業の管路施設整備 平成31年度

下水道工事請負契約 に係る工事請負契約を締結する。 35,000千円
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Ⅳ 条例その他の議案の概要

議 案 内 容

改正の内容（財政課，建築指導課，住宅課）

茨城県手数料徴収条例の一部を

１ 建築基準法の一部改正に伴う手数料の新設改正する条例

・建築物の敷地と道路との関係の建築認定申請手数料

建築基準法等の一部改正に伴 27,000円

い，所要の改正をしようとするも ・１年を超える仮設建築物の建築許可申請手数料 160,000円

のである。

２ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する

法律施行規則の一部改正に伴う手数料の廃止

・住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅登録申請手数料

・住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅変更登録審査手数料

３ その他所要の改正

（施行日 公布の日）

改正の内容（市町村課）

茨城県議会議員及び茨城県知事

茨城県議会議員選挙に係る選挙運動用のビラの作成についての選挙における選挙運動の公費負

新たに公費負担の対象とするもの担に関する条例の一部を改正する

条例

公職選挙法の一部改正に伴い，

所要の改正をしようとするもので

（施行日 平成31年３月１日）ある。

条例の内容（計画推進課）

茨城県地方創生拠点整備基金条

１ 設置目的：茨城県まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置例

付けられ，地域再生計画に記載された地方創生に

茨城県まち・ひと・しごと創生 資する施設整備等の推進

総合戦略に位置付けられ，地域再 ２ 積 立 額：国から交付を受けた地方創生拠点整備交付金の

生計画に記載された地方創生に資 うち知事が必要と認めた額

する施設整備等を推進するため， ３ 有効期限：平成32年３月31日まで

茨城県地方創生拠点整備基金を設

（施行日 公布の日）置しようとするものである。
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議 案 内 容

改正の内容（情報システム課）

行政手続における特定の個人を

１ 県が個人番号を利用する事務の範囲の拡大（２事務）識別するための番号の利用等に関

・高等学校等奨学給付金支給事務する法律に基づく個人番号の利用

国，他都道府県及び市町村が設置する高等学校等を追加に関する条例の一部を改正する条

・特別支援学校就学奨励費支弁事務例

市町村が設置する特別支援学校等を追加

個人番号の利用に関し，県民の

利便性の向上を図るため，所要の ２ その他所要の改正

改正をしようとするものである。

（施行日 公布の日）

改正の内容（生活衛生課）

茨城県動物の愛護及び管理に関

罰金の上限の引上げ等する条例の一部を改正する条例

・措置命令違反

動物の適正な飼養管理をより徹 20万円以下の罰金 → 50万円以下の罰金

底させるため，罰則の強化を図ろ ・立入検査拒否等

うとするものである。 20万円以下の罰金 → 30万円以下の罰金

・犬のけい留義務違反等

５万円以下の罰金又は科料 → 30万円以下の罰金

（施行日 平成31年４月１日）

改正の内容（健康長寿福祉課）

老人福祉法に基づき養護老人ホ

サテライト型養護老人ホーム等における職員配置基準を緩和ームの設備及び運営に関する基準

・主任生活相談員を定める条例の一部を改正する

常勤で１以上 → 常勤換算方法で１以上 等条例

養護老人ホームの設備及び運営 （※）サテライト型養護老人ホーム：病院等の本体施設と密接

に関する基準の一部改正に伴い， な連携を確保して運営される入所定員29人以下の養護老人

所要の改正をしようとするもので ホーム

ある。

（施行日 公布の日）

改正の内容（市町村課，建築指導課）

茨城県建築基準条例及び茨城県

建築基準法の一部改正に伴う引用条項の移動知事の権限に属する事務の処理の

「第43条第２項」 → 「第43条第３項」等特例に関する条例の一部を改正す

る条例

建築基準法の一部改正に伴い，

所要の改正をしようとするもので

（施行日 公布の日)ある。

-13- 



議 案 内 容

改正の内容（財務課）

茨城県県立学校授業料等徴収条

空調設備使用料の新設例の一部を改正する条例

県立高等学校等の普通教室の空 １ 県立高等学校

調設備の使用料を徴収するため， (1) 全日制課程 年額2,400円

所要の改正をしようとするもので (2) 定時制課程

ある。 ・単位制による課程以外のもの 年額1,080円

・単位制による課程であるもの 履修科目等１単位につき

年額96円

(3) 専 攻 科 年額2,400円

２ 県立中等教育学校の後期課程 年額2,400円

（施行日 平成31年７月１日)

改正の内容（特別支援教育課）

茨城県県立学校設置条例の一部

特別支援学校に「茨城県立石岡特別支援学校」を追加を改正する条例

・位置：石岡市下青柳

県立石岡特別支援学校を新設す

ることに伴い，所要の改正をしよ

うとするものである。

（施行日 公布の日)

議案の内容（林業課，水産振興課）

県が行う建設事業等に対する市

地方財政法第27条の規定に基づく市の負担額の負担額について

（単位：千円）

平成30年度において県が行う広 事 業 名 負担額 備 考

域漁港整備事業等に対する市の負 林 道 事 業 56,400 常陸太田市

担について，地方財政法の規定に 漁 港 事 業 118,403 神栖市外３市

基づき，その額を定めようとする 計 174,803

ものである。

議案の内容（農地整備課）

県等が行う土地改良事業に対す

地方財政法第27条，土地改良法第91条及び独立行政法人水資る市町村の負担額について

源機構法第26条の規定に基づく市町村の負担額

平成30年度において県等が行う （単位：千円）

土地改良事業に対する市町村の負 事 業 名 負担額 備 考

担について，土地改良法等の規定 県 営 687,061 水戸市外38市町村

に基づき，その額を定めようとす 水 資 源 機 構 営 13,360 土浦市外12市町

るものである。 計 700,421
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議 案 内 容

議案の内容（監理課）

県が行う建設事業等に対する市

地方財政法第27条及び下水道法第31条の２の規定に基づく市町村の負担額について

町村の負担額

平成30年度において県が行う河 （単位：千円）

川事業等に対する市町村の負担に 事 業 名 負担額 備 考

ついて，地方財政法等の規定に基 河 川 事 業 44,864 日立市外14市町

づき，その額を定めようとするも 港 湾 事 業 421,335 日立市外２市村

のである。 下 水 道 事 業 598,003 水戸市外29市町村

計 1,064,202

工事の内容（管財課）

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 県庁舎空調自動制御設備更新工事

工 (2)工 事 箇 所 水戸市笠原町978番６（茨城県庁舎）県庁舎空調自動制御設備更新

事について，請負契約を締結しよ (3)工 事 内 容 空調自動制御コントローラー更新 等

うとするものである。 (4)工 期 平成30年10月～平成32年３月

(5)請負契約額 776,487,600円

(6)契約の相手方

水戸市千波町2770番地の５

暁飯島工業株式会社

代表取締役 荻津 仁彦

工事の内容（道路建設課）

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 国補地道一般国道245号湊大橋橋梁上部工事

一般国道245号湊大橋橋梁上部 (2)工 事 箇 所 水戸市小泉町地内

工事について，請負契約を締結し (3)工 事 内 容 鋼橋製作工（Ｌ＝ 64.35ｍ）

ようとするものである。 鋼橋架設工（Ｌ＝138.00ｍ）

(4)工 期 平成30年10月～平成32年７月

(5)請負契約額 815,184,000円

(6)契約の相手方

水戸市笠原町978番25

日本ファブテック株式会社茨城営業所

所長 庄司 裕一

工事の内容（港湾課）

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 次期処分場余水処理設備製作・設置工事

次期処分場余水処理設備製作・ (2)工 事 箇 所 ひたちなか市長砂地先（茨城港常陸那珂港

設置工事について，請負契約を締 区）

結しようとするものである。 (3)工 事 内 容 高速凝集沈殿装置の製作・設置 等

(4)工 期 平成30年10月～平成32年１月

(5)請負契約額 711,720,000円

(6)契約の相手方

水戸市城南一丁目４番７号

前澤工業株式会社北関東支店茨城営業所

所長 井出 匡人
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議 案 内 容

議案の内容（企業局総務課，病院局，下水道課）

平成29年度茨城県公営企業会計

平成29年度公営企業会計に係る利益の処分に係る利益の処分について

(1)茨城県水道事業会計

地方公営企業法第32条第２項の 処分額 6,832,751,399円

規定に基づき，茨城県水道事業会 (2)茨城県工業用水道事業会計

計外５会計の利益の処分をしよう 処分額 7,587,677,556円

とするものである。 (3)茨城県地域振興事業会計

処分額 1,087,913,350円

(4)茨城県病院事業会計

処分額 408,736,485円

(5)茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計

処分額 648,181,007円

(6)茨城県流域下水道事業会計

処分額 2,240,318,303円

Ⅴ 認定事項

事 項 内 容

平成29年度公営企業会計決算平成29年度茨城県公営企業会計

(1)茨城県水道事業会計決算の認定について

(2)茨城県工業用水道事業会計

地方公営企業法第30条第４項の (3)茨城県地域振興事業会計

規定に基づき，茨城県水道事業会 (4)茨城県病院事業会計

計外５会計の決算を監査委員の意 (5)茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計

見を付けて認定に付そうとするも (6)茨城県流域下水道事業会計

のである。
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Ⅵ 報告事項

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの

事 項（専決処分年月日） 内 容

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（平成30年７月27日専決処分） (1)事故発生日時 平成30年１月17日（水）午前９時21分頃

(2)事故発生場所 神栖市土合西一丁目10000番地114地先市道上

交通事故について，和解しよう (3)事故概要

， ，とするものである。 小型特種自動車で出張途中 市道上で相手車両と衝突し

その衝撃で相手車両が信号機に衝突した事故（神栖警察署

所属）

(4)損害賠償請求額 852,555円

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（平成30年７月31日専決処分） (1)事故発生日時 平成30年１月25日（木）午前５時40分頃

(2)事故発生場所 つくばみらい市筒戸1606番地駐車場内

交通事故について，和解しよう (3)事故概要

とするものである。 普通特種自動車で出張途中，相手方所有の車庫のシャッ

ターに衝突した事故（高速道路交通警察隊所属）

(4)損害賠償額 611,000円

(うち511,000円は，あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

からの支払)

和解の概要（監理課）

和解について

（平成30年８月17日専決処分） (1)事故発生日時 平成28年５月23日（月）午後３時30分頃

(2)事故発生場所 常総市若宮戸233番地１地先市道上

交通事故について，和解しよう (3)事故概要

とするものである。 小型乗用自動車で出張途中，市道上で相手車両と衝突し

た事故（常総工事事務所所属）

(4)損害賠償額等

①損害賠償額 452,328円

（全額，東京海上日動火災保険株式会社からの支払）

②損害賠償請求額 508,550円
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